戦間期における食料品生産流通環境の変化と企業対応 : 大日本製氷と帝国冷蔵 by 高 宇 & Yu Gao
はじめに    年代から  年代にかけて冷蔵技術と水産業との結合は, 水産業ないし水産物流通に飛躍




た｡ 前者の代表的な企業は日東製氷と帝国冷蔵で, 後者の代表は葛原冷蔵と氷室組である｡ し
かし, 後者は  年代中期に失敗した１) あと, 前者も    年代の後半から経営状況が悪化になっ
た｡ その経営悪化の主な原因は, 企業の経営方針ないし価格政策が生鮮食料品の生産・流通環














１) 葛原冷蔵と氷室組の事業失敗に関して高宇 ｢    年代における水産物冷蔵流通構想と実践 葛原






製氷企業より困難であった｡ 日露戦争後, 日本に企業勃興が起こり, 各種の新事業が企画, 設
立された｡ サラリーマンであった高橋兄弟も    年に帝国冷蔵を創設した｡ 高橋兄弟は, 当初
冷蔵庫専門の事業を行おうとしたが, 収入を確保するために, 製氷と冷蔵を兼営することにし
た２)｡     年８月, 帝国冷蔵の築地冷蔵庫が開業した｡ 創設当時の冷蔵庫は冷蔵容積  万立方
尺と日本最大であったが, そこに日産  トンの製氷工場を付設したのである｡ その後,     年
まで名古屋, 横浜, 大阪の順で, 冷蔵庫, 製氷工場を開設し, 大消費都市を中心に展開してい
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２) 高橋熊蔵 ｢冷蔵業創始の跡を辿りて｣ (『日本冷凍協会誌』     年第５巻  ,   ページ)｡
３) 片岡親一 ｢冷蔵業の回顧｣ (『日本冷凍協会誌』     年第５巻  号,   ページ)｡
４) 大正八年四月東洋製氷と日本製氷は合同して, 今日の日東製氷となるや, 爾来斯界の統一に寧日な
く, 今日まで併合されたもの実に三十七社の多きに及び, 今日当社の生産能力は製氷日産五千六トン
(内直営四千四百三十七トン, 共同出資経営五百六十九トン) 冷蔵日産能力は九百二トン (内直営七
百九十二トン, 共同百十トン) に達する｡ 出典：｢日東製氷の今期業績 共同販売所設立と反対会

















に, 製氷の生産能力の増強だけでなく, 販売能力の向上をも実現した｡ 製造高に対する販売比
率は従来の  ％から  ％以上に上り, 日東製氷の製氷市場における統制力を強めた｡
大日本製氷の製氷事業の拡張は, 主に中小会社の合併, 地方会社への共同投資, 計画的工場
戦間期における食料品生産流通環境の変化と企業対応    
図１ 日本製氷と東洋製氷の生産・販売高
出典：｢日東の製氷統一｣ (『東洋経済新報』     年９月  日号,   ～  ページ)
                                                           




見積もり中であった｡ 一方, 日東製氷は群小製氷・冷蔵会社を積極的に合併すると同時に, 直
営工場の新設を計画的に行ってきた｡     年から    年まで, １年間に４社のペースで中小製
氷会社を合併し, 製氷需要の増加に応じて毎年   噸位の工場新設も行った｡
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表１ 日東製氷の出資会社    年出資会社     年増加出資会社
社 名 資本金 製氷能力 冷蔵能力 社 名 資本金 製氷能力 冷蔵能力
日本製氷          明治冷蔵         
塩釜港製氷         山陰製氷      
鹿児島製氷        羽後製氷      
水戸製氷         枕崎製氷      
平製氷         名古屋冷蔵         
山陽製氷           若狭製氷     
南海製氷        東神冷藤製氷          
田辺製氷       豆東製氷      
唐津製氷          明石製氷      
多度津製氷       尾鷲製氷     
田子製氷       山川製氷      
飾磨製氷       土浦製氷        
浜田製氷       日銚製氷冷蔵         
左伯製氷      沖縄電気製氷          
関西製氷         大島製氷        
中国製氷       三谷製氷         年合計   社         下津井製氷          年増加   社        なお目論み中のもの ３社
合計 投資会社  工場   製氷能力    噸, 冷蔵能力   噸





る模様である｡ 従って合併による能力の増加は, 新設の場合に比し, 四五割方安くつくので
ある｡ 別言すれば同業者の合併は, 当社から見れば時価よりも四五割の安値で拡張するのと













５) ｢製氷界の大勢と日東製氷の前途｣ (『経済雑誌ダイヤモンド』     年３月１日号,   ～  ページ)｡
６) 群小製氷会社は経営難に陥り, 日東製氷に合併を申し込む申請は殺到した｡ ｢当社は此状勢に鑑み
本年度は拡張計画を中止し, 専ら合併によって能力の増加する事に方針を変更した｡ 蓋して此際頗る







れに参加したものは十八社, 日産能力千五百トンに達し, 資力, 能力, 供給力に於て東京市内外に散
在する製氷会社の九割近くを占めてゐる｡ 更に大阪においても大阪氷業蔵元組合が成立し, その協定
会社は二十社日産千二百トンを算し, これまた大阪市を中心とする隣接町村にある製氷会社の生産能
力の八割六分を占むるに至った｡ 出典：前掲 ｢日東製氷の今期業績 共同販売所設立と反対会社と





立されたところの群小会社である｡ 出典：｢大日本製氷の業態 過剰設備と金融問題｣ (『エコノミ
                                                           
と同時に, 設備過剰, 資本効率の低下が発生し始め, わずか２,３年後には独占体制が崩壊し







年まで大日本製氷が合併した会社は約  数社, 投資会社  社,   工場に達した９)｡ しかし, 全
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スト』     年７月１日号,   ～  ページ)｡
９) 前掲 ｢大日本製氷の業態 過剰設備と金融問題｣ (『エコノミスト』     年７月１日号,   ～  ペ





東京 京都 大阪 神戸 奈良 広島
竜紋氷室 ３ ３ ３ ２ １ ３
日東製氷    ３ ５ ３ ３
出典：農林省水産局編 『日本冷凍事業要覧』 (日本冷凍協会,     年３月) を参照｡ また, 『要覧』 のデータは, 実際には    年の日本冷凍協会が発足当時のものであった｡
                                                           
を連合して北九州製氷業組合を結成し, 冬季の製氷価格を１噸  円 (漁船に半額), 夏の最盛
期に１噸  円と約束して対抗策を打ち出した｡ 龍紋氷室は譲らず博多工場の営業開始の前に,
漁業者に１噸４円  銭の価格で営業攻勢を開始した  )｡ 結局, 日東側は漁業者に龍紋の安い製
氷に抵抗するように呼びかける一方, 龍紋製氷に合併の議を持ちかけた｡   年５月に夏季商戦戦間期における食料品生産流通環境の変化と企業対応    
ったものを, 資本金五百万円の株式会社に変更京阪神の市場を中心に, 多年日東と相対し, 製氷戦を
続けて来たもので, 従来殆ど処女地の感ある九州への躍進は頗る注目されて居る｡ 而して十二日営業
開始の博多工場は, 一日製氷能力六十噸, 貯氷設備七千噸, 別に冷蔵機関三十噸を有し, 長崎佐賀福
岡県下を通じて, 日東の地番に喰入り, 一方南九州に対しては, 牛深に博多工場同様の設備の下に,
目下機関の設備を急いで居るから, 近く全九州に亘って販売宣戦が布される筈である｡ 出典：｢乱戦












トン 日 冷蔵能力トン 直営工場 有価証券万円 投資会社,工場数    年         ％    ％             年         ％    ％             年         ％    ％              年         ％    ％              年         ％    ％                  年         ％    ％                       年         ％    ％                       年         ％    ％                       年         ％    ％                        年７月        ％   ％                        年１月         ％   ％         年７月         ％    ％                            年１月         ％    ％                 年７月         ％   ％                            年１月       ％ －              年９月        ％ －                           ,       年        ％ －                      ,       年      －             ,   
出典：｢大日本製氷の配当――経営の大刷新を要す｣ (『エコノミスト』     年６月  日号,   ～  ページ), ｢大日本製氷
の前途｣ (『経済雑誌ダイヤモンド』     年  月１日号,   ～  ページ), ｢大日本製氷の前途｣ (『経済雑誌ダイヤモ
ンド』     年  月１日号,   ～  ページ), ｢大日本製氷会社｣ (『経済雑誌ダイヤモンド』     年  月  日号,    
～   ページ) ｢不評判の大日本製氷｣ (『経済雑誌ダイヤモンド』     年  月  日号,   ～  ページ), ｢大日本製氷
は持直すか｣ (『エコノミスト』     年８月１日号,   ～  ページ), ｢大日本製氷無配当と今後｣ (『経済雑誌ダイヤ
モンド』     年１月１日号), 大日本製氷株式会社第十六回～第十八回 『営業報告書』 (    ～    )｡
                                                           
を控えて二社は合議を達成した｡ 合併条件は対等で, 日東は   万円を増資, その資本金は    
万円に膨れ上がった  )｡ 合併後に日東製氷は大日本製氷と改称し, 山田啓助は大日本製氷の筆
頭株主になった｡ しかし, 結局, 竜紋製氷の合併によって工場と設備の重複が生じ, 合併後の
大日本製氷の経営に決定的な悪影響を与えた｡
表３は, 大日本製氷の生産能力と固定資産および投資などの推移である｡     ,   年の生産





は  社,   工場に達し, 直営工場と投資会社を合わせた生産能力は    トンに達し, 日本全国
の製氷能力の半分以上を占めた｡ 一方, 表４で見たように, １貫あたりの製氷利益は    年か
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銭 貫 コスト銭 貫 利益銭 貫 販売量百万貫    年        年                    年                    年                    年                    年                    年７月                    年１月                年７月                    年１月    年９月        年        年    
出典：｢大日本製氷の前途｣ (『経済雑誌ダイヤモンド』     年  月１
日号,   ～  ページ), ｢大日本製氷の前途｣ (『経済雑誌ダイ
ヤモンド』     年  月１日号,   ～  ページ), ｢大日本製氷
減配｣ (『経済雑誌ダイヤモンド』     年  月  日号,   ～  
ページ)
                                                           
ら２銭以下に下がり,     年の上期に１銭を切りそうになった｡     年の販売量は, 記録上２
番目に多い年であったにもかかわらず, 下期には無配に転落した｡ その原因は, 販売条件の決
定的な変化であった｡
一方,     年から    年にかけての  年間に, 大日本製氷では２桁の配当が続き, 機械設備
の完全償却まで  年ないし  年を要した｡ もっとも償却率の高い    年上期でも, 完全償却ま
で  年くらいかかるのであった｡ このような償却を無視する  ) 配当政策は, 大日本製氷の技術




氷の需要は, 主に漁業の冷蔵用氷と夏場の清涼飲料用からなる｡ 漁業の冷蔵用氷は, 通年の
需要で, 数量の６割, 金額の半分を占めた｡ 需要は各漁業地に分散していたが, 下関と九州は
最も重要な販売地域であった｡ 清涼飲料用氷は, 夏場３ヶ月に集中し, 数量の４割, 金額の半





  ) ｢堅実化して来た大日本製氷｣ (『経済雑誌ダイヤモンド』     年  月１日号,   ～  ページ) を参
照のこと｡  ) 当社は地方の同業合併と増資で大きくなった会社である｡ 重役は二十四名の多きに上ってゐるが,
是等は被合併会社の代表者で, 其内元の日本製氷, 東京製氷, 龍紋氷室系が勢力を張ってゐると言ふ
に止り, 当社を支配するに足る中心勢力を認め難い｡ と云って重役の背後に, 更に有力な後援者があ
ると云ふに, それも見当たらず, 資本系統が鮮明でなく, 寄合世代である｡ 出典：｢大日本製氷会社







まひました｡ 投資する妙味はまづありません｡ 出典：｢大日本製氷株 共同漁業株｣ (『エコノミスト』    年５月１日号,   ページ)｡  ) 過去に於て日東製氷を特色づけたものはその飽きなく独占傾向だった｡ 競争会社片っ端から買収し




比較不能の部分があるが, 東京・関東, 大阪・和歌山と九州, 中国四国の所管部分は, 基本的
に変わらなかったと確認できるので, 大日本製氷の工場拡張の趨勢が見出せる｡ つまり, 大日
本製氷は,     年まで下関, 彦島, 長崎など漁業根拠地の製氷能力の拡張を中心としていたが,
その後, 東京, 大阪など大都市の飲料需要を拡張の重点とするようになった｡     年にすでに
トロール漁業と汽船底曳漁業の根拠地となっていた下関では日産   噸, 林兼の根拠地の彦島
では同   噸, トロール漁船の前進根拠地の長崎では同   噸と  噸の大型工場を構えたが,   
年にさらに下関では   噸と  噸２工場, 彦島では   噸と   噸２工場, 長崎では   噸,    
噸,   噸３工場体制を整え, 著しい拡張を遂げた｡ この３大漁業根拠地の７工場だけで, 日東
製氷全体の製氷能力の   を占めた｡     年における下関市の１日製氷能力は    噸で, そ
の内訳は日東   噸, 林兼   噸, 他  噸であったが, 漁業冷蔵用氷需要への依存度がかなり高
かった｡ しかし, 同年５月の龍紋氷室の合併に象徴されるように, 大都市圏での飲料用氷への





価釣上げで支へ, その利益は, 償却など無視して配当に当てる, かういふ経営方針が何時か躓かずに
をるであろうか｡ 出典：｢大日本製氷は持直すか 無配の効目やや現はる｣ (『エコノミスト』     
年８月１日号,   ～  ページ)｡
表５ 日東製氷の工場分布と製氷能力の推移 単位 噸
地域
    年工場分布     年工場分布     年工場分布
工場数 製氷能力 工場数 製氷能力 地域 工場数 製氷能力
東京・関東               東京管内        
大阪・和歌山             大阪管内        
名古屋            名古屋管内       
京都・神戸             京都管内       
中部近畿産地               静岡管内       
中国四国産地                下関管内       
九州産地               博多長崎管内       
台 湾       不明 不明 台湾管内       
合 計                 合 計         
出典：｢日東の製氷統一｣ (『東洋経済新報』     年９月  日号,   ～  ページ), 農林省水産局編 『日本冷凍事業要覧』     年３月, ｢堅実化してきた大日本製氷｣ (『経済雑誌ダイヤモンド』     年  月１日号,   ～  ページ)｡
                                                            
依存度は高くなった｡
表６は, 表５をもとに作成したものである｡     年に, 大日本製氷の大都市圏における工場




備を増設していった｡   年に共同漁業は, 戸畑冷蔵を新設,   年に漁業根拠地を戸畑港に移転
した｡ 漁業資本が相次ぎ冷蔵・製氷設備を導入したことによって, 大日本製氷の冷蔵用氷の主
な需要者は中小漁業会社に変わった｡ しかし,     年から  年までの時期は, 魚価が続落する
中で漁業企業は合理化を強いられたが, 製氷企業は拡大路線を走り, 合理化を怠っていた｡ こ
うした異業種企業同士の状況認識の差は, 製氷企業に致命的な過ちを犯させた｡ つまり, 漁業
用冷蔵用氷という最も基本的な需要に的確な対応をせずに, 飲料用氷需要だけを重視したので














表６ 日東製氷の工場分布, 設備, 工場規模の推移
比較項目
    年工場分布     年工場分布     年工場分布
都市圏 産 地 都市圏 産 地 都市圏 産 地
製氷能力 噸                              
工場数                  







して, 競争価格１トン当り８円, ７円,   円と引き下げた｡ 漁業者に対してはトン当たり  
銭の奨励金を割り戻す優遇制度もあった｡ しかし, 漁業者たちはこの競争が長続きはしないこ
とを見通し, かえって日東製氷側を支持した｡ そして ｢(日東と竜紋) 両会社に妥協が行なわ
れ, 値引き競争に終止符が打たれても, 現行のトン六円五十銭の建て値を変更しないこと｡ そ
の代わり阿波出漁団は, 年間相当量の氷の消費を確約する｣ との条件を提示し, 日東側はこれ
を受け入れたので, 価格競争の危機を回避することができた｡





設立した｡ 長徳製氷は実際に生産し始めると, トン当たりの製氷原価はわずか２円  銭で, 設
備の償却費も計算してトン当たり４円で販売した｡ この影響は九州各県や山口県をはじめ, 全
国の漁業基地に波及し, 漁業用氷の値段が一気に１トン９円の相場から４円まで低下した  )｡
つまり,     年から  年にかけて, 魚価が続落している中で, 漁業基地では製氷資本の独占
を打破し, 漁業の合理化を実現するため, 漁業者の製氷・冷蔵への投資ブームが起き, 資本制
漁業の冷蔵製氷事業の開始に合わせて, 漁業冷蔵用氷のコストを一気に半分以下に切下げたの
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  ) 玉之浦の ｢氷合戦｣ については, 徳水株式会社社史編纂委員会 『徳水三十五年の歩み』 (    年３
月,   ～  ページ) を参照のこと｡  ) 龍紋の出現と共に, 戸畑市の戸畑鋳物が製氷部を設け, これ又近く操業開始の予定であるし, 若松
にも若松製氷の創立される等目先春漁期を控へ, 九州製氷業界漸く多事なるものがある｡ 出典：前掲
｢乱戦の九州製氷界｣ (『福岡日日新聞』     年３月  日)｡     年夏季の九州での販売状況は, ｢販路
の一点に凍りついて解けかねる製氷事業｣ (『福岡日日新聞』     年６月  日) を参照｡
                                                            
４ 価格政策の崩壊    年以降における漁業用の冷蔵氷需要の減少は, 大日本製氷にとって夏の大都市圏におけ
る飲料用氷への依存度を高めることを意味した｡  年まで, 氷の需要の伸びは, 製氷業の成長より先行していたので, 日東製氷は製氷需要の
増加に追われて拡大する一方だった｡ 製氷企業の数は  年以降東京, 大阪などの大都市圏では




は, 東京, 大阪の如き大消費地における争覇戦最も激しく, 帝国冷蔵, 竜紋氷室等が減配し
て僅かに前者八分, 後者五分の配当を行ひ得た｡ 外爾余の群小会社は何れも無配当, 乃至多
大な欠損を暴露した  )｡｣
製氷業では大日本製氷が一人勝ちであった｡     年から日東製氷は, 合併のほかに, 価格協
定を意味する販売組合を結成して大都市の競争に臨んだ｡
｢東京において九割近い勢力を有する共同販売組合が, 協定外にある山手 (八十トン) 川















  ) 出典：｢日東製氷の今期業績 共同販売所設立と反対会社との競争｣ (『エコノミスト』     年７












圧した｡ しかし,   年になると, 大消費地での製氷・冷蔵能力が過剰となり, 大日本製氷は依
然と優位があるものの, 激しい販売競争で製氷販売の利益を大幅に減少させた｡   年に大日本

















わった  ) にもかかわらず, 大日本製氷が長年にわたる競争企業の合併のため, 有利子負債は   
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年 次 価格政策と販売状況    年 東京において, 独占力を発揮し, 山の手方面で低価格で中小製氷会社と競争しながら, 下町で独占利益を収めた｡ ｢製氷業界の大勢と日東製氷の前途｣ (『経済雑誌ダイヤモンド』     年
３月１日号) を参照    年 群小製氷会社の合併の申請が殺到, ｢当社は此状勢に鑑み本年度は拡張計画を中止し, 専ら合併によって能力の増加する事に方針を変更｣ した｡ ｢製氷界の大勢と日東製氷の前途｣ (『経
済雑誌ダイヤモンド』     年３月１日号) を参照    年 ３月東京製氷共同販売組合を組織, メンバーは  社, 日産    トンで, 東京市製氷会社の９割近くのシェアを占め, 関西で大阪氷業蔵元組合を組織,   社, 日産    トンの能力を有し,大阪市及び隣接町村の製氷能力の  ％を占めている｡ 非組合メンバー地域で投売りを実施｡
｢日東製氷の今期業績――共同販売所設立と反対会社との競争｣ (『エコノミスト』     年７月  日号) を参照    年 夏の最盛期, 共同販売所で共同建値引き上げを２回実施｡ しかし, 競争の激化によって利益低下が発生｡ 単位当り利益漸減, １貫あたりの利益は  銭位から  銭位に低下｡ ｢日東製氷減配せよ｣ (『経済雑誌ダイヤモンド』     年９月１日号), ｢日東製氷の決算と前途｣ (『経済雑
誌ダイヤモンド』     年  月  日号), ｢日東製氷の前途｣ (『経済雑誌ダイヤモンド』     年３
月１日号) を参照    年 龍紋氷室を合併, 社名を大日本製氷に変えた｡ 販売収入は前年度より激減, 製氷の平均単価は  銭弱過去五年間最低, 生産費は逆に最高の  銭｡ 夏の最盛期に気温が低いため建値引き上げを断念, 販売営業費が異常に膨張｡ 前期に１貫当たり利益は  銭しかなかった｡ ｢大日本
製氷の前途｣ (『経済雑誌ダイヤモンド』     年  月１日号), ｢大日本製氷の成績｣ (『経済雑誌
ダイヤモンド』     年７月月  日号) を参照    年 大都市と漁業地両方で価格引き上げを実施した｡ 都市では問屋に配達運賃を負担させ, リベートを減らすなどをした｡ 漁業冷蔵用氷の売り上げは, 飲料用氷のそれの１ ４になった｡
｢大日本製氷好成績｣ (『経済雑誌ダイヤモンド』     年  月  日号), ｢大日本製氷の前途｣
(『経済雑誌ダイヤモンド』     年  月１日号) を参照    年  夏の最盛期に建値の引き上げが実行できなかった｡  かつて販売収入の半分 (数量の  ％) を占めていた冷蔵用氷の需要が激減｡  収入の激減にもかかわらずコストの節約は行なえなかった｡ ｢販売高の増加は七分, 利益の減少は一割三分だから, 販売増加で利益減を補填
する事が出来ず｣, 総利益は   万円減少した｡ 下期から無配になった｡ ｢大日本製氷減配｣
『経済雑誌ダイヤモンド』     年  月  日号), ｢大日本製氷の業態――過剰設備と金融問題｣
(『エコノミスト』     年７月１日号,   ～  ページ) を参照    年 数十年来にない悪天候で製氷販売は大きな打撃を受けた上, 群小製氷会社の投売りにも影響されて, 値段は前年の半分しかなく, 利益は予想利益の   しかなかった｡ 大日本製氷は前年度から ｢重要産業統制法｣ をもって製氷業界の統制を図ったが, 実現できなかった｡ 東京製
氷蔵元組合 (  社) を解散し, 新たに帝都製氷組合 (四十二社) を設立した｡ ｢堅実化して来
た大日本製氷｣ (『経済雑誌ダイヤモンド』     年  月１日号) を参照    年 夏場に問屋業者の反対と天候の急速悪化によって夏の最盛期に値上げをする計画が失敗に終
った｡ ｢大日本製氷成績不良｣ (『経済雑誌ダイヤモンド』     年  月  日号) を参照    年 天候は恵まれたが, 製氷と冷蔵保管料収入が減少の結果となった｡ 帝都製氷組合の脱退会社が十余社に及び, 安売りを行った｡ 天然氷の販売業者と近県の製氷会社も上京し, 投売り合戦
になった｡ 組合の脱退者が好成績をあげた｡ 帝都製氷組合はやむを得ず  月  日に解散した｡
｢大日本製氷無配当と今後｣ (『経済雑誌ダイヤモンド』     年１月１日号) を参照
                                                            







おいて ｢その生産規模に於ては大日本製氷に亜ぐもの  )｣ となった｡ 帝国冷蔵は, 東京, 大阪
など大消費地を中心に冷蔵・製氷事業を展開した｡ 主な収入は, 製氷販売料と冷蔵保管料であ







そのため, 冷蔵業はなかなか一般に受け入れられず, 魚問屋は冷蔵庫に魚を寄託しても, ｢凍
結しないでくれ｣ と強く冷蔵業者に要求し, 食品, 特に変質しやすい水産物は長く保存できな
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  ) ｢帝国冷蔵会社｣ (『経済雑誌ダイヤモンド』     年  月  日号,    ～   ページ)｡  ) 当社は嘗て震災に依って大打撃を受け, 十二年下期の決算には震災損失九十八万円を計上した｡ 当
時減資の議もあったが, 名古屋, 大阪, 東京各工場用地の土地評価益を出して, この震災損失を補填
した｡ そして勧銀, 興銀より年賦の借金をして焼失工場の復旧に努めた｡ かうした関係から, 当社は
前期から経費中より十数万円を支出してこの方面の償却をして居る｡ 今期の如きは之を差引いて尚ほ
利益率が一割になるといふのだから, 当局者の見込通の収益があるとしたならば, かなりの好成績と
云わねばならない｡ 出典：｢帝国冷蔵の成績｣ (『経済雑誌ダイヤモンド』     年  月１日号,   ～  




し, 開業した冷蔵庫は  庫を数えた｡     年全冷蔵庫数は   庫, 容積   万立方尺の内に政府
が奨励した冷蔵庫は  庫, 容積は   万立方尺に達した｡ 政府の冷蔵施設奨励政策は, 製氷と
冷蔵の社会的な認知度を高めたが, 一方では中小製氷・冷蔵会社の創業ブームを煽り, 製氷・
冷蔵企業の競争環境に大きな影響を与えた｡ 帝国冷蔵は, 製氷だけでなく, 冷蔵品目の営業の
面でも群小冷蔵会社と競争しなければならなかった｡
表８は, 帝国冷蔵の収支状況の推移である｡     年下期から  年のデータがないが, 帝国冷
蔵の経費が年年上昇していることがわかる｡ 帝国冷蔵の販売経費は販売額よりも早く増加した
ことがわかる｡   年には販売額が下がったが, 経費はかえって上昇した｡ 特に工場費, 店費,
運賃を含む総掛費の上昇が著しく, 販売競争による宣伝, 運賃コストの増加と滞貨の増加の様
子が覗えるが,   年以降には販売額と経費は共に減少していった｡ 表９は帝国冷蔵の利益と配




表８ 帝国冷蔵の収支構造 単位 万円































































出典：｢依然順境の帝国冷蔵｣ (『東洋経済新報』     年９月９日,   ～  ページ), 帝国冷蔵株式会社第二十九回～第三十




帝国冷蔵は, 株価への配慮から, 大日本製氷のように配当優先の政策を取っていた｡ 事業資
金は, 資本金の払込と借入金で賄ったが, 第一次大戦前後の土地価格の変動が手持ちの資産価
値の増大に寄与した｡ 利益率と配当率を高く維持するために, 増資を控え不動産を担保に借金
をして事業を拡張した  )｡ 営業報告書の中で固定資産に関連する項目に関して ｢興業費｣ とい
立教経済学研究 第  巻 第４号     年   
  ) 当社は大正三年世上の景気沈衰し, 各種事業が一般不況に陥れるに先ち, 同年一月逸早く第二回の
表９ 帝国冷蔵の営業成績 単位 万円, ％
年 次 興業費 資本金 払込資本金
当期利益金
万円
利益率 配当率    年下期         年上期         年下期                    ％   ％    年上期                    ％   ％    年下期                     ％   ％    年上期                     ％   ％    年下期                     ％   ％    年上期                     ％   ％    年下期                 ％   ％    年上期            ％   ％    年下期     ‒   ‒   ％  ％    年上期            ％   ％    年下期            ％  ％    年上期          ％  ％    年               ％   ％    年                      ％  ％    年                      ％  ％    年                      ％  ％    年                      ％  ％    年                     ％ 無配    年                      ％ 無配    年                     ％ 無配
出典：｢依然順境の帝国冷蔵｣ (『東洋経済新報』     年９月９日,   ～  ページ), ｢帝国冷蔵会社｣ (『経済雑誌ダイヤモ






って,     年以降, 過剰競争による製氷価格の低減は, その経営に大きな打撃を与えた｡ 一方,
冷蔵庫の経営でも, 保管品の争奪競争と保管料の低減を余儀なくされた｡ 保管品をめぐる競争
について 『宝船冷蔵七十五年の歩み』 (宝船冷蔵株式会社, 朋興社,     年) には, 次のよう
な記述がある｡
｢鶏卵のほかには, 山東肉とか青島の肉, 塩干物などが入っては来るのだが, まとまって
入って来ない｡ (中略) 大正  年前後は, 社員たちは死にもの狂いで注文を取りに回ってい
た｡｣
宝船冷蔵は青森のリンゴと甲州ブドウなど果物の保管に成功し, 冷蔵庫の保管品範囲を拡大
した｡ また営業マンの必死の説得で, 帝国冷蔵との競争に競り勝ち, 三陸地方のチクワが大量
に入ってきた｡    ,   年になって, 荷主は保管料で冷蔵業者を選別するようになり, 保管料の値下げ競争
が始まった｡   ,   年ごろ, 大都市で大きな冷蔵庫を保有する業者はさらに増加した｡ 帝国冷
蔵は, 製氷・冷蔵収入だけに頼り, 大きい資本背景がなく, 多角経営もできなかったので, い
よいよ窮地に立った｡     年ごろに宝船冷蔵と共同グループの子会社である中央冷蔵, 大阪中
央市場冷蔵庫, 川西冷蔵など数社の間で保管料に関する話し合いがなされ価格維持を図るよう
になった｡ 同年  月に, 東京で冷蔵保管料に関する業者間協定も成立した｡ しかし, 同じ時期
にすでに帝国冷蔵が連続三期無配となり, 身売りすることが決定された｡
戦間期における食料品生産流通環境の変化と企業対応    
大減資を断行し, 戦前に於て, 既に一割の配当を為し得た迄に其内容を立て替へた, 従て其資産が著




於て, 左の如き膨張を示して居る｡ (中略, データは本文の表９を参照) 在来の資産が極めて低廉な
るに反し, 戦後に拡張さるる部分の割高ならざるを得ざるは勿論であるが, 創業の初期に於て険難の









た  )｡ 大日本製氷は, 龍紋との対抗が九州のほかの地域にも波及することを恐れて, 龍紋氷室
の博多工場は操業開始を前に事態を収束した｡ 戸畑冷蔵の当初の計画は, 共同漁業のトロール
船の冷蔵用氷を全部供給し, 余剰能力は若松, 戸畑両市をはじめ, 北九州の各地市場に販売す




とによって, 製氷コストが１トン当り３円以下に低減した｡ 漁業者は, 製氷会社が提示した製
氷価格への不信感を高め, 外の地域の漁業者も価格の低減を要求し, 漁業用氷の値段は一気に
下がった  )｡    年の夏季商戦の前に, 大日本製氷を始め北九州の製氷業者が, 製氷組合を結成し, 製氷
価格を吊り上げようと協議した時, ｢独り戸畑冷蔵のみはこれに反対して, 値下げの相談にな





るようになった  )｡ しかし, 戸畑冷蔵と大日本製氷以外の５社は, 設備が古いので, 生産原価
はなかなか下がらなかった｡ そこで, 北九州の製氷業者は, ｢自分の工場で造るよりも最新式
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  ) ｢製氷の需給では下関が東洋一｣ (『関門日日新聞』     年４月５日) を参照｡  ) ｢戸畑冷蔵工事進捗｣ (『福岡日日新聞』     年５月  日)｡  ) 業界第一の生産者たる共同漁業では従来下ノ関で一ヶ年７万噸消費する氷を大日本製氷から７円  
銭で買い入れてゐたが, 戸畑市に移転してからは, 戸畑冷蔵から６円で買ってゐる, 此れで冷蔵会社
は  万円の資金を投じて年年  万円を確実に設け得るが買手の共同漁業も亦１年  万５千円を節約し
得る訳である｡ 静岡の焼津あたりでは現在１噸９円を支払ってゐるが, これは６円に引下げ得る, 夫
れには製氷業者に対しても, 其製品を定期的に買ふといふ保証をしてやる事が必要である｡ 出典：







らついに無配に転落した｡    年以降, 製氷と冷蔵の需要が急増しつつあったが, 製氷・冷蔵機械が国産化され, 製氷
・冷蔵業は小資本で, 技術上の蓄積がさほどなくても可能となり, 製氷・冷蔵を専門とした大








おわりに    年代になると, 都市食料品の供給問題が発生したが, それに応えるには, 流通技術上の
適応だけでなく, 企業の経営戦略の転換, 企業体質の改善ないし競争・価格戦略などの革新が





大日本製氷と帝国冷蔵の経営不振は, 資本制漁業企業の格好の餌食になった｡ 共同漁業は    年代後半から冷凍, 航海, 通信など生産技術の進歩が実現し, 水産加工基地として ｢合同
水産工業｣ に育てた｡ 一方, 市場としては国内外の水産品, 加工品への需要も急速に成長し,
鯨工船, 南洋漁業など遠洋漁業の進歩はさらに大きな可能性を示した｡ 水産業のビジョンを立
て, 日本における大衆消費社会の未来を描いた共同漁業の経営陣は, 関連企業の再編計画を考
えた｡ 消費地での販売用冷蔵庫網の設置はその一環であった｡ しかし, 消費地冷蔵庫網の設置
戦間期における食料品生産流通環境の変化と企業対応    








ぐことができるが, 製氷・冷蔵市場はむしろ絶望的であった｡   年後半から  年にかけて, 各
地の漁業者と漁港, 製氷, 冷蔵庫関係者のトラブルが多発し, 九州で実現された製氷価格の低
廉化が全国に広がり, ほかの漁業地の製氷価格も下がるのではないかと考えられた｡
一方, 漁業冷蔵用氷が確実に増え, 氷の消費の主流になった｡ 農林省水産局の調査によると,
全国の氷の年間消費量は   万トンに達し, 漁業用氷の年間消費量は   万トンであった｡ 東京,
大阪など大消費地での年間消費量が  万トン以上であったのに対し, 水産物集散地では山口が  万トン, 福岡, 長崎, 兵庫が各  万トン以上に達した｡ さらに重要な問題は製氷能力の過剰
である｡ 全国では製氷工場が   に達し, 製氷能力は年間約   万トンに達した｡ 氷の消費量に
対して, 製氷能力は半分以上過剰になった  )｡
大日本製氷の合併が破談となった共同漁業グループは, 徹底的な価格競争で追撃ちをはじめ
た｡   年  月, 合同水産工業の東京工場が竣工し,     年の初めに, 製氷価格を１トン２円に






実現した｡ その後数年間, 各地の冷蔵・冷凍工場を利用して活発な製品開発を行い,     年に
日本水産と統合するとき, 加工品販売が収益の４割強に達成し, 大日本製氷時代の経営から脱
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を要するものです｡ 出典：東京銀行集会所 日本産業株式会社社長鮎川義介氏後述 『新資本主義と持
株会社』 (銀行叢書第二十一編,     年,   ～  ページ) を参照のこと｡  ) ｢凍氷の全国消費調べ｣ (『日本氷業新聞』     年９月１日) を参照のこと｡  ) ｢製氷界大異状｣ (『水産新報』     年２月３日) を参照のこと｡
                                                            
却しつつあった｡ しかし, 日中戦争と第二次世界大戦の進展につれて, 水産物の国際貿易は急









発業者に負けた｡ 一方, この失敗は, 資本制漁業企業が従来の製氷・冷蔵企業を買収するチャ
ンスを与えた｡ 資本制漁業企業は, 冷蔵企業を買収することによって, 冷蔵技術の蓄積を食料
品の製造・流通過程に組み込んだのである｡
戦間期における食料品生産流通環境の変化と企業対応    
                                                            
